
My-IoT コンソーシアム 規約 
 
第１条 （名称） 
本コンソーシアムは、「My-IoT コンソーシアム」（以下「本コンソーシアム」という。）と称
する。 
 
第２条 （目的） 
本コンソーシアムは、幅広い業種・業界においてデジタル化の定着による価値創造を行うに
あたり、容易に価値検証が可能な IoT開発プラットフォームである「My-IoT 開発プラットフ
ォーム」を活用することを目的（以下「本目的」という。）とし、My-IoT 開発プラットフォ
ームの社会実装による利用者視点の IoTシステム（My-IoT と呼ぶ）の啓蒙や活用、普及支
援、開発支援および持続可能なエコシステム構築のための活動を行う（以下「本事業」とい
う。）。 
 
 
第３条 （活動内容） 
本コンソーシアムは、本事業等に関連して、次の各号に定める活動（以下「本活動とい
う。」）を行う。 
（１）事業化を前提としたMy-IoT 開発 プラットフォームの活用、開発支援、普及支援 
（２）会員間の協創による IoT 新規ビジネス創出と地域・業界のエコシステムの確立 
（３）九州圏をはじめ、国内外大学の「研究成果」の社会実装支援 
（４）IoT 人材の育成に資する機会および場の提供 
（５）本コンソーシアム及び本事業等に関する国内外への情報発信及び広報活動 
（６）各種関係機関・団体等との連携によるエコシステム普及 
（７）その他、本目的のための必要な活動 
 
第４条 （会員） 
本コンソーシアムの会員は、本目的に賛同し、入会の承認を受けた企業、団体及び有識者と
する。 
 
第５条 （会員の権利と義務） 
会員は、本コンソーシアムの会員であることを広告、パンフレット、催事等において示すこ
とができる。 
２ 会員は、本コンソーシアムが実施する広告、広報、催事等においてその名称が掲出され
ることを承認する。 
３ 会員は、本コンソーシアムの活動に積極的に参加する。 
 
第６条 （入退会） 



本コンソーシアムへ入会しようとする者は、書面をもって申し込み、後述の幹事会の承認を
受けなければならない。 
２ 本コンソーシアムを退会しようとする者は、後述の幹事会に書面をもってその旨を届け
出なければならない。 
３ 申し込み及び届け出については、書面のかわりに電子的な手段を用いることができるも
のとする。 
 
第７条 （事業年度） 
本コンソーシアム事業年度は、通常４月１日から翌年３月３１日までとする。 
２ 本コンソーシアムの第１事業年度は、令和３年４月２８日から翌年３月３１日までとす
る。 
 
第８条 （年会費） 
本コンソーシアムの年会費は、２年間（２０２２年度まで）は無料とする。 
２ 以降の年会費は後述の幹事会において決定し、当該事業年度が始まる１ヶ月前までに会
員に通知するものとする。 
 
第９条 （幹事及び幹事会） 
本コンソーシアムに、役員として幹事を置く。 
２ 幹事は、総会において選任する。ただし、再任は妨げない。 
３ 幹事のうちから代表幹事を選任し、代表幹事は本コンソーシアムを代表する。 
４ 幹事のうちから副代表幹事を選任し、副代表幹事は代表幹事を補佐し、必要に応じて代
表幹事を代行する。 
５ 幹事は幹事会を組織し、本コンソーシアムの運営にあたる。幹事会は、会員の入会承
認、事業計画の策定、予算の管理執行、事業活動報告および収支決算報告の作成等の業務を
行う。 
 
第１０条 （総会） 
総会は、会員をもって組織し、各年度に１回またはそれ以上開催するものとする。 
２ 総会は、代表幹事が招集し、総会の議長は代表幹事もしくは代表幹事が指名するものと
する。 
３ 総会の議決は、出席した会員の過半数をもって決する。可否同数のときは、議長がこれ
を決する。 
４ 会員は、書面等を議長に提出し、その議決権を行使することができるものとする。この
場合において、議決権の行使のための書面等を提出した会員は、その総会に出席したものと
みなす。 
５ 総会は、必要に応じて、オンラインまたは、書面による開催とすることができる。 
６ 総会は、総会員の２分の１以上の出席をもって成立する。 



７ 総会に出席できない会員は、総会の議長または他の出席会員にその権限を委任すること
ができる。この場合、当該会員は、総会に出席したものとみなす。 
８ 総会は、本コンソーシアムの設立及び解散を議決するほか、次の事項を議決する。 
  ① 本規約の改正 
② その他本コンソーシアムの運営に関して重要な事項 

 
第１１条 （事務局） 
本コンソーシアムに事務局を設ける。 
２ 事務局は株式会社産学連携機構九州（My-IoT 事業企画センター）が行う。 
３ 事務局は、庶務の執行のほか、会員間の連絡を行う。 
４ 事務局の運営に関し、必要な事項は別に定める。 
 
第１２条 （活動期間） 
本コンソーシアムは、設立の日から２年間、本目的達成のために本活動を行うものとする。
当該期間経過後も、本目的達成のために本活動を継続する必要があると幹事会で発議され、
総会で議決されたときには、当該決議により定められた期間、引き続き本活動を行うものと
する。 
２ 前項の本活動の期間が経過したときには、本コンソーシアムは解散されたものとする。 
 
第１３条 （責任範囲） 
幹事会及び事務局は、本規約に定める以外には一切責任を負わないものとする。会員間での
情報交換、共同プロジェクトの実施、取引ないし契約等は、当該会員が自己の名義・計算で
行うものとし、幹事会及び事務局は何らの保証または責任を負わないものとする。 
２ 会員の違法行為または第三者の権利の侵害が、会員の責に帰すべき事由により発生した
場合は、会員がその責任において一切を処理するものとする。 
 
第１４条 （著作権） 
会員が、本活動において新たに作成した著作物の著作権については、当該会員に帰属する。 
２ 会員が本活動において新たに共同で作成した著作物の著作権は、当該作成者間での共有
とする。 
３ 前２項の規定にかかわらず、本コンソーシアム及びその会員は、本活動及びその公表に
必要な範囲において、前２項に定める著作物を無償で利用することができる。本項に定める
利用について、前２項の著作物の著作者は、著作者人格権を行使しないものとする。 
４ 本条第１項及び第２項に定める著作物中に第三者の著作物が含まれている場合、当該著
作物の作成者は、事務局及び他の会員による使用に支障がないよう必要な措置を取るものと
する。 
５ 一又は複数の会員が、単独又は共同して、本活動の範囲外で行う本事業等に関する行為
については、本条の定めは適用されない。 



 
第１５条 （知的財産権等） 
本活動の過程において新たに生じた発明、考案、意匠（以下「発明等」という。）に係る権利
（以下「知的財産権等」という。）の取扱は、次に定めるとおりとする。 
（１）会員が単独でなした発明等に係る知的財産権等は、原則として当該発明等をなした者
に帰属する。 
（２）会員が共同でなした発明等に係る知的財産権等は、当該発明等をなした者の共有と
し、その持分割合及び出願手続等については共有者間で協議して定めるものとする。 
 
第１６条 （個人情報の取扱い） 
事務局及び会員は、本活動の過程において個人情報の委託または提供を受ける場合、「個人情
報の保護に関する法律」（平成１５年法第５７号、その後の改正を含み、以下同じ）、これに
関連する法令を遵守するものとする。なお、本規約において「個人情報」とは、個人情報保
護法第２条第１項記載の意味を有するものとする。 
 
第１７条 （本規約の改訂） 
本規約は、幹事会において、必要に応じて改訂することができる。 
２ この規約に定めるものの他は、必要な事項について代表幹事が別に定める。 
 
附則 （令和３年４月 28 日） 
この規約は、令和３年４月28日 から施行する。 
 


